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2. 中小企業を取り巻く外部環境 

【国内の経済動向】    

≪消費動向の上下動もありやや不安定ながらも、国内経済は底堅く推移している≫ 

2012 年末以降アベノミクスの効果により経済は持ち直しに転じている。2014 年の上

半期の経済動向は、消費増税前後で個人消費の増税前の駆け込み需要とその反動により大き

く変動した。2014 年末以降、輸出の伸びと個人消費の持ち直しにより緩やかな回復基調

にある。今後も雇用・所得環境の改善を背景に緩やかな回復が継続していくと期待されてい

る。 

 

図 1 実施 GDP の成長率の推移（２０１５年版中小企業白書 P３より） 

【中小企業・小規模事業者の景況判断 DI の推移】 

≪中小企業の景況感は 2013 年 1～3 月期以降着実に改善してきたが、消費増税後に悪

化。2014 年年末以降やや持ち直しの動きがみられる≫ 

企業の規模・業種にかかわらず総じて業況判断は改善の動きを見せている。特に 2013

年 12 月の調査では、中小企業についても、製造業で 6 年ぶり、非製造業では 21 年 10 カ

月ぶりにプラスに転じており業況の回復が鮮明である。2014 年に入り消費増税による消

費減退が業況を悪化させたが、その後は持ち直しの動きがみられる。 

 

図 2 業種別・企業規模別にみた業況判断 DI の推移（２０１５年版中小企業白書 P4 より） 
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【三重県内の経済動向】 

≪三重県内の経済動向も平成 23 年度以降改善が見られる。≫ 

三重県内の経済動向は、平成 23 年度以降、国内経済動向と合せるように改善が続いてい

る。平成２５年度の三重県経済は、生産面では、製造業とサービス業などが増加となり、名

目・実質ともに増加となった。分配面では企業所得が大幅に増加し、県民雇用者報酬、財産

所得も増加となった。。支出面では、民間最終消費支出が６年ぶりの増加となり、総固定資

本形成も２年連続の増加となっている。 

 

 図 3 県内総生産と経済成長率の推移（平 成 ２５ 年 度 三重県民経済計算結果より） 

 

図 4 実質経済成長率の推移「全国、三重県」（三重県内経済情勢平成 27 年 11 月指標より） 
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【燃料及び原材料単価の変動】 

≪原油価格は急激に下落している。しかし、中小企業・小規模事業者の採算は依然として厳

しい状況である。特に仕入単価の上昇を販売価格に転嫁できるよう対策が必要である。≫ 

 石油製品価格は、2009 年初から上昇を続けていたが、2014 年下半期から急激に下落

をしている。中小企業・小規模事業者の原材料・商品仕入単価 DI は消費増税により 2014

年 4-6 月期で一次悪化したが、現在は石油製品価格の下落に合わせるようにやや改善傾向

がみられる。しかしながら、依然として中小企業・小規模事業者の採算は厳しい状況である。

原材料・仕入れ単価の上昇を販売価格に転嫁できるよう今後対策を講じていく必要がある。 

 
図 5 石油製品卸売価格の推移（２０１５年版中小企業白書 P17 より） 

 

図 6 中小企業・小規模事業者の原材料・商品仕入単価 DI、売上単価・客単価 DI、採算（経常利益）DI の推移 

（２０１５年版中小企業白書 P25 より） 
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【中小企業・小規模事業者の価格転嫁に対する取組】 

 中小企業・小規模事業者にとって市場・景気動向の変動と同様に業績に与えるインパクト

の大きなものに原材料・エネルギーコストの上昇がある。図 8 のように原材料・エネルギー

コストの上昇が経常利益の減少の大きな要因である。 

今後、「電力小売の自由化」や「原油価格の下落」により原材料・エネルギーコストの上

昇は落ち着くと思われるが、原油価格は先行きに不透明感が強い。経済産業省は中小企業・

小規模事業者の取引条件改善について施策パッケージを打ち出しておりそれら施策を有効

活用し、今後も中小企業・小規模事業者が、価格転嫁、価格交渉できる体制づくり必要であ

る。 

 
図 7 足元の原材料・エネルギーコスト変化の商品サービス価格への反映状況 

（２０１５年版中小企業白書 P27 より） 

 
図 8 経常利益減少の要因（２０１５年版中小企業白書 P26 より） 

 

  


